
令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

基本目標３　福祉サービスの質の向上

（１）社会福祉法人・施設への支援　　　※所管部署：施設団体福祉部

１　福祉施設提供サービスの質の向上

・各種別協の会議・セミナー等において、
福祉人材の確保・育成・定着に関する方策
等を共有・協議する等、法人・施設の経営
基盤強化の支援に取り組んだ。
【保育協議会】
　課題別研修会（110名）
【経営協】
　社会福祉法人第1回経営者セミナー(50
人)
　社会福祉施設等の人材確保・育成・定着
に向けた 人事戦略セミナー（25人）
　社会福祉法人第2回経営者セミナー（41
人）
・各種別協代表者等拡大会議（1回）（再
掲）
【心身協】
　職場におけるコミュニケーション技術・
報連相・モチベーション研修（課題別研修
_沖知協共催/43人）
【児養協】
　「社会的養護施設における人材確保・育
成・定着に関するアンケート調査」を実施
し、施設団体長部会等で県児養協並びに各
施設における人材確保・育成・定着に向け
た取り組み方策を取りまとめた。
・社会福祉法人の役職員等を対象にした各
種研修を開催し、社会保障・社会福祉をめ
ぐる動向や各種経営課題への対応等につい
て情報共有した。
【経営協】
　経営協前期セミナー（32人）
　経営協後期セミナー（40人）
【身障協・心身協共催】
　地域連携推進会議セミナー(連携研修/ハ
イブリット/集合6人/オンライン/33人)

・各種別協の会議等を通し、福祉人材の確
保・育成・定着に関する取り組み状況や課題
対応等を共有することで、各施設における福
祉人材確保の取り組み促進につなげることが
できた。
・県内保育士養成校への、保協の課題別研修
会の収録動画の提供を通して、保育の魅力や
仕事のやりがい等の理解促進につなげること
ができた。
・「各種別協代表者等拡大会議」の開催を通
じて、各種別等の福祉人材確保・育成・定着
の取り組み状況等や、令和8年度以降の各種
別における取り組み計画の策定に向けた共通
認識を深めることができた。
・社会的養護施設における人材確保・育成・
定着に関するアンケート調査の実施を通し
て、県児養協並びに会員施設・団体における
人材確保・育成・定着の取組の強化の共通理
解を図ることができた。
・各種研修により、国の施策動向を踏まえた
法人・施設経営の方向性を共有するととも
に、今後の事業展開のあり方等の経営課題へ
の対応に資することができた。
・次世代経営塾の開催により、次期経営者層
の人材育成につなげることができた。
・利用者への虐待や権利擁護に対する役職員
の資質向上や職場環境の改善や利用者へのよ
り良いサービスにつなげることができた。
・会員法人からの個別相談への助言、情報提
供を通して、法人経営の主体的、自律的な経
営につなげることができた。ア．施設経営・安定の

ための支援

① 経営強化に向けた事業の実施



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

【老施協】
　次世代セミナー（43人）
　課題別研修会（集合29人/オンライン13
人/オンデマンド配信のみ 4施設）
　施設長会（3回/187人）
　九社連老施協施設長研修会 通所介護分
科会（BCP研修）（40人）
・高齢・障害分野の次世代経営塾を開催
し、次世代の法人・施設経営を担う若手人
材の育成に取り組んだ。
【経営協】
　社会福祉法人次世代経営塾(高齢・障害
編：47人／全4回）
　社会福祉法人次世代経営塾（保育編：申
込者が参加定員に満たなかったため中止)
・福祉サービス従事者等を対象にしたサー
ビス利用者への権利侵害・虐待防止の研修
会を開催し、利用者に対する権利擁護意識
の向上や職場環境の改善に向けた支援を
行った。
【心身協】
　障害者福祉施設等における権利擁護・虐
待防止推進研修会（施設長等研修_沖知協
共催/42人）
・法人経営に関する各種相談への助言、情
報提供等を行った。（2件）

ア．施設経営・安定の
ための支援



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

・社会福祉法人の財務諸表等の公表につい
て、電話、メール等で情報提供や相談対応
等の支援に努めた。
また、社会福祉法人会計決算事務、指導監
査への対応等について各種セミナー等を通
じた助言・情報提供を行い、各社会福祉法
人における事業運営の透明性の向上を図っ
た。
・社会福祉法人監査セミナー(オンライン
／129人)
・社会福祉法人決算実務セミナー(オンラ
イン／33人）
・社会福祉法人会計講座

・社会福祉法人経営実務検定試験（12月7
日）

・財務諸表等の公表支援や研修実施により各
法人の情報公開と会計実務の適正化が進み、
事業運営の透明性を確保することができた。
・各種会計講座の実施により、社会福祉法人
会計の知識と適切な会計処理を学ぶことで、
会計事務に係る知識の向上を図ることができ
た。

ア．事業運営の透明性
の向上

②事業運営の透明性の向上に向けた支援



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

・各種別協議会において、階層・職種・課
題別に専門研修を実施し、社会福祉法人・
施設を取り巻く制度動向や課題対応、福祉
サービスの質向上を図るため助言、情報提
供を行った。
・企業系福祉サービス事業所も含め、福祉
人材の確保に関する研修会を開催し、安定
的な施設運営の支援を図った。

〈保育協議会〉
・第51回沖縄県保育研究大会
　　期　日：2月7日
　　会　場：沖縄県総合福祉センター
　　参加者：①参集型：195人
　　　　　　②ライブ配信：91人
　　　　　　③録画配信：19施設
・第52回沖縄県保育所長研修会（45人）
・課題別研修会（110人）
・第9回九州保育三団体研究大会沖縄県大
会
　　期　日：７月17日～18日
　　会　場：那覇文化芸術劇場なは～と他
　　参加者：1,217人
　※第9回九州保育三団体研究大会沖縄県
大会実行委員会（3回）

・県保育研究大会の研究内容の充実等を図る
ため、県保育士・保育教諭会主催の県大会と
一本化して大会を開催し、「子どもの権利」
の理解を深め、県内の先駆的な保育実践等を
共有することで保育従事者等の資質向上を図
ることができた。
・保育所長研修では、保育の質の向上の考え
方を学ぶとともに、参加同士のグループ討議
等を通して所長等の資質向上を図ることがで
きた。
・課題別研修会の開催や県内各保育士養成校
へ当該研修会の収録動画の提供を通して、保
育の魅力発信と仕事のやりがい等の理解促進
につなげることができた。
・第9回九州保育三団体研究大会沖縄県大会
を開催し、各県の実践発表等の研究協議を通
じ、保育サービスの質の向上や保育の重要性
を広く発信することができた。
・第9回九州保育三団体研究大会沖縄県大会
実行委員会を開催し、大会の各種企画や運営
等の協議を行ったことで、円滑に大会を開催
することができた。

〈社会福祉法人経営者協議会〉(再掲)
・社会福祉法人第1回経営者セミナー(50
人)
・社会福祉法人第2回経営者セミナー（41
人）
・経営協前期セミナー（32人)
・経営協後期セミナー（40人）
・社会福祉法人次世代経営塾(高齢・障害
編：47人／全4回）
・社会福祉法人次世代経営塾（保育編：申
込者が参加定員に満たなかったため中止)
・社会福祉法人監査セミナー(オンライン
/129人)
・社会福祉法人決算実務セミナー(33人)
・社会福祉施設の人材確保・育成・定着に
向けた人事戦略セミナー（25人）

【災害時福祉支援体制整備事業との協働】
・「社会福祉施設等における災害時事業継
続計画（BCP）策定・運用研修会」（96
人）
・災害派遣福祉チーム（DWAT）登録研修
（31人）
・災害派遣福祉チーム（DWAT）スキルアッ
プ研修（35人）
　※事業計画上は「コーディネーター研
修」としていたが、チーム員の災害対応の
スキル向上等を主目的として企画したた
め、「スキルアップ研修」へ名称変更を
行った。

・各種セミナー等を通し、社会福祉法人の経
営の方向性を共有するとともに、福祉人材確
保のあり方、職場環境改善等に向けた取り組
み等の共通理解を深め、各法人の経営基盤の
強化につなげることができた。
・社会福祉施設等における災害時事業継続計
画（BCP）策定・運用研修会を通じて、計画
の策定促進と策定後の適切な運用（研修・訓
練・見直し）を促すことができた。
・災害福祉支援協議会（県、本会、種別協、
職能団体等）との連携のもと、県災害派遣福
祉チーム（DWATおきなわ）登録研修を実施
し、新たにチーム員31人の養成・登録を図る
ことができた。（チーム員登録211人／R8.3
月時点）
・また、災害派遣福祉チーム（DWATおきな
わ）のスキルアップ研修の開催により、法改
正に基づく支援内容の理解が深まり、実践力
の向上につながった。併せてチーム員同士の
交流が進み、災害時の体制強化にもつながっ
た。

ア．各種別協議会にお
ける課題・問題別研修
会の実施

（２）専門的な各種研修会等の推進　　　※所管部署：地域福祉部・施設団体福祉部

① 課題・問題別の専門的な研修の実施
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〈地域包括・在宅介護支援ｾﾝﾀｰ協議会〉
・多職種、多機関連携に関する研修会（27
人）
・職員育成・資質向上に関する研修会（24
人）
・地域づくりに関する研修会（26人）
・包括・在介トーク＆スタディ（第1回22
人/第2回10人）

・研修会の開催を通じ、多職種・多機関連携
の視点や作法、対人援助の考え方や技術を学
び支援の質、職員の資質向上を図ることがで
きた。
・「地域づくりに関する研修会」では、災害
対策の基本や平常時の連携の重要性について
理解を深め、センターの災害対応力を向上さ
せることができた。
・トーク＆スタディでは、地域包括支援セン
ターの活動報告と同職種間の情報交換をとお
してセンター間の連携強化とセンター機能強
化の意識の醸成を図ることができた。

〈身体障害児者施設協議会〉
・地域連携推進会議セミナー(連携研修_県
心身協共催/ハイブリット/集合2人/オンラ
イン/7人)
・障害福祉サービス等の提供に係る意思決
定支援研修会（40人）
・第42回九州身体障害児者施設研究大会
（沖縄大会）
　期　日：令和７年9月25日～26日
　会　場：パシフイックホテル沖縄
　参加者：335人
・看護師連絡会（県心身協・セルプ協共催
/第1回:38人、第2回:27人、第3回：32人）
・栄養士連絡会（県心身協・セルプ協共催
/第1回:36人、第2回:27人、第3回（栄養
士・調理員連絡会）：32人）

・地域連携推進会議セミナーの開催を通じ
て、直近の障害者福祉施策の動向や実践事例
の共有を行うとともに、地域連携推進会議の
意義や運営方法を学び、今後の事業運営に活
かす機会となった。
・意思決定支援研修会の開催により、意思決
定支援の重要性を再認識し、障害者の意思を
尊重した質の高いサービスにつなげることが
できた。
・九州大会において、障害福祉施策をめぐる
動向や実践事例の共有と課題解決に向けた討
議を行い、今後の障害福祉支援の充実につな
げることができた。
・看護師連絡会において、基本的なフットケ
ア疾患予防・障害者のACPについて共通認識
を深めるとともに、他施設の取り組み状況等
の共有でき、利用者支援の向上につなげるこ
とができた。
・栄養士連絡会において、実際の災害をもと
に災害時の事業継続、食環境維持のあり方に
ついて学び、各施設の取り組み共有等を図る
ことができた。

〈心身障害児者施設協議会〉
・地域連携推進会議セミナー(連携研修_県
身障協共催/ハイブリット 集合4人/オンラ
イン/20人)※再掲
・コミュニケーション技術、報連相 モチ
ベーション研修（課題別研修_沖知協共催
/43人）※再掲
・権利養護・虐待防止研修（施設長等研修
_沖知協共催/42人)※再掲
・栄養士連絡会（県身障協・セルプ協共催
/第1回:36人　第2回:27名　第3回 32名
・看護師連絡会（県身障協・セルプ協共催
/第1回:38人　第2回:27名　第3回：32名

・地域連携推進会議セミナーの開催を通じ
て、直近の障害福祉施策の動向や、実践事例
の共有するとともに、会議開催の意義や運営
方法等を学び、今後の事業経営に活かす機会
となった。
・権利養護・虐待防止研修を開催し、利用者
への虐待や権利擁護に対する役職員の資質向
上、職場環境の改善や利用者へのより良い
サービスにつなげることができた。
・看護師連絡会において、基本的なフットケ
ア疾患予防・障害者のACPについて共通認識
を深めるとともに、他施設の取り組み状況等
の共有でき、利用者支援の向上につなげるこ
とができた。（再掲）
・栄養士連絡会において、実際の災害をもと
に災害時の事業継続、食環境維持のあり方や
食品衛生管理について学び各施設の取り組み
共有等を図ることができた。（再掲）

ア．各種別協議会にお
ける課題・問題別研修
会の実施
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〈児童養護協議会〉
・第42回沖縄県児童養護研究大会
　期日：11月7日
　会場：沖縄県総合福祉センター
　参加人数：206人
・初任者研修会 (41人）
・沖縄県児童養護協議会会員施設・団体交
流会（56人）

・県研究大会では、社会的養護における支援
の方向性を学ぶとともに、各分科会では実践
報告を踏まえた研究討議行う等、児童福祉関
係者の資質向上を図ることができた。
・初任者研修会では、ロールプレイやグルー
プ討議を通じて、子どもを中心にした支援の
あり方等を学び、職員間の交流や専門的な援
助技術向上につなげることができた。
・会員施設・団体交流会を開催し、施設・団
体の垣根を超えた交流の機会となった。

〈老人福祉施設協議会〉
・県老人福祉施設職員研究大会
　期日：11月24日
　会場：パシフィックホテル沖縄
　参加人数：306人
・次世代セミナー（43人）※再掲
・課題別研修会（集合29人/オンライン13
人/オンデマンドのみ 4施設）

・県大会において、介護保険制度改正の動向
や実践研究の成果を共有するとともに、今後
の施設経営や職員の資質向上につながった。
・次世代セミナーにおいて、「生成AIの活
用」をテーマに業務で活かせるAI導入の理解
を深めるとともに、介護現場における生産性
向上とサービスの質の向上につなげることが
できた。
・課題別研修会では、介護テクノロジー導入
の意義や現場定着のポイント等の理解を深め
るとともに、働きやすい・働きがいのある職
場環境づくりにつなげることができた。

・福祉人材の確保・育成・定着や物価高騰
への対応等、各種別協議会の課題について
調査研究や検討会議を行い、課題解決に向
けた取り組みを推進するとともに県及び市
町村行政へ予算や施策に関する要請等を
行った。

〈保育協議会〉
・課題等把握・共有のための会議の開催
　　協議員会（5回）
　　保育三団体調整会議（1回）
・県主管課、県保育士・保育所総合支援セ
ンター、沖縄労働局と保育人材の確保・育
成・定着に向けた意見交換会を開催し、県
保育士・保育所総合支援センターやハロー
ワークの利活用の促進が図れるよう意見・
提案等を行った。（2回）
・各種アンケート調査の実施
　令和8年度県及び市町村に対する要請事
項に関する調査（回答3/3団体　回答率
100％）
　令和8年度市町村保育施策・予算等の課
題事項等に関する調査(回答3/17ヶ所：回
答率17.6％）
・県こども未来部施策説明会への参加
・県予対協と連携した県・市町村に対する
要請活動の実施(県1項目、市町村4項目）
・会員および各市町村法人保育園園長会に
対して、令和8年度県及び市町村福祉施
策・予算に対する要請事項を共有するとと
もに、法人園長会から各市町村への要請行
動の働きかけを行った。

・協議員会や保育三団体調整会議において、
保育施策や研修事業の企画調整を行い、今後
の取り組み促進につなげることができた。
・県主管課・県保育士・保育所総合支援セン
ター、沖縄労働局との意見交換を通して、保
育人材の確保・育成・定着に向けた取り組み
の提言・提案につなげることができた。
・保育所職員の配置基準及び保育人材の確
保、保育施設における災害対応力強化に向け
た課題等を把握することで、県・市町村への
要請等効果的な政策提言活動につなげること
ができた。
・会員および各市町村園長会に対して、要請
事項の共有並びに各市町村段階における要請
活動の取り組みを依頼したことで、各市町村
段階における施策の充実及び予算確保に向け
た取り組みにつなげることができた。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体とし
て、各種会議に出席し、今後の事業展開の方
策等について共通理解を深めることができ
た。

① 事業活動展開における課題・問題の解決に向けた取り組み

（３）福祉課題解決に向けた取り組みの推進　　　※所管部署：地域福祉部・施設団体福祉部

ア．各種別協議会にお
ける課題・問題別研修
会の実施

ア．各種別協議会にお
ける課題の把握及び解
決に向けた取り組み



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

・協議員会等において、保育施設における
災害事業継続計画（BCP）策定推進に向け
た協議を行った。
・「県内社会福祉施設における公益的な取
り組み実施調査」を実施し、各福祉施設に
おける取り組み状況の傾向や課題等を整理
した。（回答160ヵ所/370ヵ所：回答率
43.2％）
・未加入施設に対して、研修案内等を行う
ことで加入促進に努めた。
・THANKS(サンクス)運動の推進
　　幹事会（1回）、推進会議（1回）
・「各種別協代表者等拡大会議」へ出席
し、人材確保・育成・定着に関する課題対
応や、災害時における相互応援体制の仕組
み作りに向けた協議を行った。（1回）

・「各種別協代表者等拡大会議」の開催を通
して、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項等の方
向性を確認することができた。

〈社会福祉法人経営者協議会〉
・課題等把握・共有のための会議の開催
　協議員会（4回/うち2回オンライン）
　総会（2回）
・福祉人材の確保・育成・定着をテーマと
する各種セミナーを開催し、各法人・施設
の取り組み状況や課題対応の方策等の共有
を図った。
・県予対協と連携した県・市町村に対する
要請活動の実施（県4項目）
・県主管課と災害派遣福祉チーム（DWAT）
事務局体制の強化や県も参画した施設間相
互応援協定の締結に向けた協議（2回）を
行うとともに、県施策説明会にて説明を
行った。（4回）
・「県内社会福祉施設における公益的な取
り組み実施調査」を実施し、各福祉施設に
おける取り組み状況の傾向や課題等を整理
した。（回答293か所/544か所：回答率
53.8％）（再掲）

・協議員会等において、法人経営を取り巻く
課題の共有と対応方法の協議を進め、今後の
取り組み促進につなげることができた。
・各種セミナーの開催を通じ、福祉人材確保
等の各法人の取り組み状況や課題対応の方策
等を共有することで、各法人・施設の経営基
盤の強化につなげることができた。
・協議員会を通して、県及び市町村への福祉
施策・予算要請事項の検討を行い、物価高騰
やコロナ対応、災害時福祉支援体制の強化
等、県への政策提言活動につなげることがで
きた。
・県主催の施策説明会等において、主管課と
の意見交換会を行い、県と物価高騰や災害時
福祉支援体制強化をめぐる諸課題等を共有す
ることができた。

・各種別協や関係団体の会議等を活用し
て、新規会員の加入促進を呼びかけた。ま
た、非会員法人へ事業内容や会員メリット
等の説明資料を郵送し、加入促進を図っ
た。
・事業評価及び会員ニーズの把握を目的に
ニーズ調査を実施。（回答17法人/67法
人：回答率25.3％）
・THANKS(サンクス)運動の推進
　　幹事会（2回）、推進会議（1回）
・各種別協代表者等拡大会議を開催し、共
通課題の「福祉人材の確保・育成・定着」
と「災害時相互応援体制の仕組みづくり」
について、課題解決に向けた協議を行っ
た。
・物価高騰支援および処遇改善等に対する
要望活動として、県出身国会議員に対し、
「地域の福祉を守り抜くための提言・要
望」を提出した。（2回）

・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に出席し、今後の事業展開の方針等
について共通認識を深めることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材確保・育成・
定着」や「災害時相互応援体制の仕組みづく
り」について、各種別共同又は単独で取り組
む事項の整理・検討を進めていく方向性を確
認することができた。
・物価高騰対策や処遇改善に向け、課題認識
の共有が進み、国への政策提言活動につなげ
ることができた。

ア．各種別協議会にお
ける課題の把握及び解
決に向けた取り組み



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

〈地域包括・在宅介護支援ｾﾝﾀｰ協議会〉
・課題・問題把握・共有のための会議の開
催
　総会（2回）
　理事会（3回）
　調査・研修委員会（2回）
・各種アンケート調査の実施
　県・市町村・県介護保険広域連合に対す
る要請事項アンケート調査(回答23/37ヶ
所：回答率62％）
・福祉関係施策・予算に関する市町村要請
にかかるアンケート調査（要請項目2件）
(回答17/31ヶ所：回答率54.8％）
・県地域包括・在宅介護支援センター協議
会動態等調査(回答35/37ヶ所：回答率
94.5％）
・県保健医療介護部施策説明会への参加
・THANKS（サンクス）運動の推進
　推進会議（1回）
・沖縄県介護保険広域連合会への訪問（会
員加入促進に向けた協力依頼）
・種別協議会代表者会議に出席し、人材確
保・育成・定着に関する課題対応や災害時
における相互応援体制の仕組みづくりに向
けた協議を行った。（1回）

・理事会及び調査・研修委員会において会員
センターが抱える課題への対応について協議
し、人員体制の充実・強化、住まいの問題に
総合的に取り組む体制整備に向けた政策提言
を行うことができた。
・会員センターへのアンケート結果から課題
を把握し、理事会で共有・協議を図り、県・
市町村への予算要請活動を行うことで、課題
の解決の一助につなげることができた。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に出席し、今後の事業展開の方針等
について共通理解を図ることができた。
・関係機関との意見交換を通して連携強化と
加入促進への取り組み協力につなげることが
できた。

〈身体障害児者施設協議会〉
・課題等把握・共有のための会議の開催
　協議員会（2回/オンライン）総会（2回/
オンライン）
　調査・企画委員会（1回/オンライン）
　研修委員会（1回/オンライン）
　看護師連絡会（心身協・セルプ共催/3
回）
　栄養士・調理員連絡会（心身協・セルプ
共催/3回）
・会員施設へのアンケート結果をもとに、
協議員会において介護テクノロジー導入支
援及び医療的ケア児等への支援拡充につい
て、県予対協と連携し、県知事への要請を
行った。
・県生活福祉部施策説明会への参加
・各種アンケート調査の実施
　県・市町村への政策提言並びに課題等に
関する調査（回答11/17施設　回答率
64.7％）
・障害三協（身障協・心身協・セルプ協）
の合同栄養士連絡会において、災害に備え
た防災食の備蓄のあり方等について協議を
行った。
・「県内社会福祉施設における公益的な取
り組み実施調査」を実施し、各福祉施設に
おける取り組み状況の傾向や課題等を整理
した。（回答17/17施設：回答率100％）
・THANKS(サンクス)運動の推進
　　幹事会（2回）、推進会議（1回）
・各種別協代表者等拡大会議へ出席し、共
通課題である、福祉人材の確保・育成・定
着に関する課題対応や災害時相互応援体制
の仕組みづくりに向けて協議を行った。
（1回）

・各種会議において、施設経営の課題をはじ
め、人材確保・育成・定着に向けた情報共有
と課題対応の協議を進め、今後の取り組み促
進につなげることができた。
・協議員会において、各施設のICT活用の状
況や、医療的ケア児支援の課題等を把握し、
県への政策提言活動につなげることができ
た。
・県主催の施策説明会において、主管課との
意見交換会を行い、障害福祉施策の充実に向
けて県と課題を共有することができた。
・障害三協の栄養士連絡会において、災害に
備えた防災食の備蓄のあり方等を協議するこ
とで、各施設における災害対応力の強化につ
なげることができた。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に出席し、今後の事業展開の方針等
について共通認識を深めることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材確保・育成・
定着」や「災害時相互応援体制の仕組みづく
り」について、各種別共同又は単独で取り組
む事項の整理・検討を進めていく方向性を確
認することができた。

ア．各種別協議会にお
ける課題の把握及び解
決に向けた取り組み



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

〈児童養護協議会〉
・課題等把握・共有のための会議の開催
　協議員会（2回）　総会（2回）
　研修委員会（2回）
　施設団体長部会、母子生活支援施設・団
体部会（合同部会）（2回）
　支援担当者部会（3回）
　給食部会（2回）
・各種アンケート調査の実施
　令和8年度児童福祉関連施策・予算要請
等アンケート（回答5/16施設･団体 回答率
31.2％）
・県こども未来部施策説明会への参加

・各種会議において、施設経営や措置児童の
支援に係る課題、子どもの権利擁護の推進等
の情報共有及び協議を進め、今後の取り組み
促進につなげることができた。
・児童養護施設等を退所した児童への支援や
措置延長等の課題を把握することで、県主管
課との意見交換会や県・市町村への要請等効
果的な政策提言活動につなげることができ
た。

〈心身障害児者施設協議会〉
・課題等把握・共有のための会議の開催
　協議員会(2回/オンライン) 総会(2回/オ
ンライン)
　企画・調査委員会(1回/オンライン)
　研修委員会(1回/オンライン)
　看護師連絡会(身障協・セルプ共催/3回)
　栄養士・調理員連絡会（心身協・セルプ
共催/3回）
・県予対協と連携し、喫緊の施設経営課題
に対し、公的支援の必要性について県知事
及び市町村長への要請を行った。（県3項
目/市町村1項目）
・各種アンケート調査の実施
　県・市町村への政策提言並びに課題等に
関する調査(回答7/29施設　回答率24％)
　協議員会等において、県への予対要請項
目の根拠資料の収集を目的とした下記アン
ケート調査の検討を行うとともに、調査結
果については総会時に会員施設へ情報提供
した。
　①入所施設における居宅介護等サービス
の併用について(22施設/26会員施設※3施
設対象外)回答率：84.6％
　②グループホームへの補足給付費の導入
について(9/18会員法人)回答率：50％
・県生活福祉部施策説明会への参加
・県障害福祉課との意見交換会実施（2
回）
・各種会議等において、福祉人材の確保・
育成・定着に関する各施設の取り組み状況
やノウハウ等の共有を図った。
・障害三協（身障協・心身協・セルプ協）
の合同栄養士連絡会において、災害に備え
た防災食の備蓄のあり方等について協議を
行った。
・「県内社会福祉施設における公益的な取
り組み実施調査」を実施し、各福祉施設に
おける取り組み状況の傾向や課題等を整理
した。（回答29施設/29施設：回答率
100％）
・協議員会等において、各施設における
ICT・会議テクノロジー導入状況や九州各
県の先進施設の好事例を共有するととも
に、本県の次年度関連予算の周知を図っ
た。
・THANKS(サンクス)運動の推進
　　幹事会（1回）・推進会議（1回）
・各種別協代表者等拡大会議へ出席し、人
材確保・育成・定着に関する課題対応や、
災害時における相互応援体制の仕組み作り
に向けた協議を行った。（1回）

・各種会議等において、施設経営の課題をは
じめ、人材確保・施設経営の基盤強化とサー
ビスの質向上につなげることができた。
・県主催の施策説明会や主管課との個別の意
見交換会を行い、障害福祉施策の充実に向け
て県と課題を共有することができた。
・県への予対要請項目に係る調査結果につい
ては、令和9年度県への予対要請に係る根拠
資料として活用可能なデータを準備すること
ができた。
・障害三協（心身協、身障協、セルプ）の栄
養士連絡会において、災害に備えた防災食の
備蓄のあり方等を協議することで、各施設に
おける災害対応力の強化につなげることがで
きた。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に出席し、今後の事業展開の方針等
について共通認識を深めることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項等の方
向性を確認することができた。

ア．各種別協議会にお
ける課題の把握及び解
決に向けた取り組み



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

・県予対協と連携した県・市町村に対する
要請活動の実施(県4項目、市町村2項目）
・「社会的養護施設における人材確保・育
成・定着に関するアンケート調査（回答
14ヵ所/14ヵ所：回答率100％）
　施設団体長部会において「社会的養護施
設における人材確保・育成・定着に関する
アンケート調査」を踏まえた取り組み方策
を取りまとめた。
・「県内社会福祉施設における公益的な取
り組み実施調査」を実施し、各福祉施設に
おける取り組み状況の傾向や課題等を整理
した。（回答11ヵ所/11ヵ所：回答率
100％）
・施設団体長部会において、各施設におけ
る災害事業継続計画（BCP）策定に向けた
取り組み状況等を共有するとともに、課題
への対応を協議した。
・THANKS(サンクス)運動の推進
　　幹事会（1回）・推進会議（1回）
・各種別協代表者等拡大会議へ出席し、人
材確保・育成・定着に関する課題対応や、
災害時における相互応援体制の仕組み作り
に向けた協議を行った。（1回）

・県主催の施策説明会において、主管課との
意見交換会を行い、児童福祉施策の充実に向
けて県と課題を共有することができた。
・研修委員会等において、初任者養成のあり
方等を協議・共有することで、各施設の初任
者養成の強化につなげることができた。
・施設団体長部会において、社会的養護施設
における人材確保・育成・定着に向けた取組
強化方策を取りまとめたことで、県児養協や
各施設での次年度以降の取り組みにつなげる
ことができた。
・各施設における災害事業継続計画（BCP）
策定に向けた取り組み状況等を共有したこと
で、BCPの見直し・訓練等の実施に向けた共
通理解を深めることができた。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に出席し、今後の事業展開の方針等
について共通理解を深めることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項等の方
向性を確認することができた。

〈老人福祉施設協議会〉
・課題等把握・共有のための会議の開催
　正副会長会議（4回/オンライン）理事会
(5回/オンライン)
  総会(2回) 施設長会（3回）
　調査・研究委員会(1回)研修委員会(4回)
　次世代委員会（1回）
　施設長会（3回）※再掲
　施設生活相談員連絡会(3回）
　訓練員連絡会(1回)
　栄養士連絡回(3回)
　通所生活相談員連絡会(2回)
・施設長会において、県主管課から介護テ
クノロジー導入関連補助事業の概要説明を
受けるとともに、県内先進施設の視察研修
の企画・実施を通じて、県内会員施設の導
入促進を図った。
・各種アンケート調査の実施
　県・市町村への政策提言並びに課題等に
関する調査(回答34/137施設　回答率
24.8％)
・県保健医療介護部施策説明会への参加
・県予対協と連携した県・市町村に対する
要請活動の実施(県5項目、市町村4項目)

・各種会議おいて、施設運営の課題対応や事
業の進捗状況を共有することを通じて、組織
活動の活性化につなげることができた。
・職種別連絡会の担当理事を選任し、計画的
な活動展開につなげることができた。
・介護テクノロジー導入関連の補助事業の周
知等を通じて、会員施設の導入促進につなげ
ることができた。
・介護人材の確保や介護テクノロジー導入等
に関する課題等を把握し、県・市町村への効
果的な政策提言活動につなげることができ
た。

ア．各種別協議会にお
ける課題の把握及び解
決に向けた取り組み



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

ア．各種別協議会にお
ける課題の把握及び解
決に向けた取り組み

・市町村への政策提言内容について、会員
施設の協力を得て、管轄市町村に対して独
自の要請活動を実施した。(9市町村)
・各種会議等において、物価高騰への対応
をはじめ、介護人材の確保や介護テクノロ
ジー・ICT導入に向けた方策を協議した。
・理事会等において、各施設における災害
事業継続計画（BCP）の運用・訓練の取り
組み状況等の共有と課題対応の協議を行う
ことができなかった。次年度は、各種会議
においてBCPの運用面における課題の共有
と対応策等の協議を行う。
・「県内社会福祉施設における公益的な取
り組み実施調査」を実施し、各福祉施設に
おける取り組み状況の傾向や課題等を整理
した。（回答52施設/99施設：回答率
52.5％）
・THANKS(サンクス)運動の推進
　　幹事会（2回）、推進会議（1回）
・各種別協代表者等拡大会議へ出席し、人
材確保・育成・定着に関する課題対応や、
災害時における相互応援体制の仕組み作り
に向けた協議を行った。（1回）

・県主催の施策説明会において、主管課との
意見交換会を行い、高齢者福祉施策の充実に
向けて県と課題を共有することができた。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に参加し、今後の事業展開の方針等
について共通認識を深めることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項の整
理・検討等の方向性を確認することができ
た。

ア．共通課題の把握・
解決に向けた種別間で
の連携

〈経営協・保育・老人・障害・児童・在介
協共通〉
・物価高騰やコロナ対応、福祉人材確保等
喫緊の経営課題や、災害時福祉支援体制の
強化など各種別共通課題について、予対協
との連携のもと、県主管課との意見交換や
県知事要請を行い、公的支援を訴えた。
（県4項目）
県福祉政策課（2回）
県施策説明会（4回/高齢、障害、保育、児
童）
・福祉人材研修センターやハローワークと
連携し、「介護関係お仕事理解ミニセミ
ナー」において福祉の職場の魅力発信を行
い、人材確保に努めた。(17回/高齢11回、
障害6回)
・「県内社会福祉施設における公益的な取
り組み実施調査」を実施し、各福祉施設に
おける取り組み状況の傾向や課題等を整理
した。（回答293か所/544か所：回答率
53.8％）※再掲
・各種別協代表者等拡大会議を開催し、共
通課題の「福祉人材の確保・育成・定着」
と「災害時相互応援体制の仕組みづくり」
について、課題解決に向けた協議を行っ
た。（1回）※再掲

・協議員会を通して、県及び市町村への福祉
施策・予算要請事項の検討を行い、物価高騰
やコロナ対応、災害時福祉支援体制の強化
等、県への政策提言活動につなげることがで
きた。
・県主催の施策説明会等において、主管課と
の意見交換会を行い、県と物価高騰や災害時
福祉支援体制強化をめぐる諸課題を共有する
ことができた。
・福祉人材研修センター等と連携した「福祉
のお仕事ミニセミナー」を開催することで、
求職者に対し福祉のお仕事の魅力を発信する
ことができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材確保・育成・
定着」や「災害時相互応援体制の仕組みづく
り」について、各種別共同又は単独で取り組
む事項の整理・検討を進めていく方向性を確
認することができた。

② 福祉課題の共有化と共通課題の解決に向けた取り組み



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

全国・九州ブロック・県内の各種大会、会
議等へ参加(オンライン含む)し、情報の収
集・共有を行うとともに関係団体との連携
強化に努めた。

＜社会福祉法人経営者協議会＞
・県社会福祉法人青年経営者会の事務局業
務を一部受託し、県経営協と青年経営者会
との連携強化に務めた。
　青年経営者セミナーの運営協力（2回）
・各種別協代表者等拡大会議（1回）※再
掲
・市町村社協連絡協議会等との連携
　THANKS（サンクス）運動
　　幹事会（2回）推進会議（1回）
・福祉人材研修センターやハローワークと
の連携
　県福祉人材研修センター運営委員会（1
回）
　「介護関係お仕事理解ミニセミナー」に
おいて福祉の職場の魅力発信を行い、人材
確保に努めた。(17回/高齢11回、障害6
回)(再掲)
・行政等主催会議等への参画(委員派遣)
　県子どもの未来県民会議(1回)
　沖縄県介護施設SAFE協議会（2回）
　県共同募金会配分委員会（1回）
　中央競馬等助成審査委員会（1回）

・県社会福祉法人青年経営者会の運営支援を
行うことにより、県経営協との連携強化を図
ることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材確保・育成・
定着」や「災害時相互応援体制の仕組みづく
り」について、各種別共同又は単独で取り組
む事項の整理・検討を進めていく方向性を確
認することができた。
・THANKS（サンクス）運動への参画を通し、
各種別協及び市町村社協との連携により、共
通する地域生活課題等への対応等について協
議を進めることができた。
・福祉人材研修センターとの連携により、ハ
ローワーク沖縄において「介護関係お仕事理
解ミニセミナー」を開催することで、求職者
に対する福祉の仕事の魅力発信を行うことが
できた。
・行政等主催会議等へ参画し、関係団体との
情報共有を図るとともに、行政機関等への提
言等を行うことができた。

〈保育協議会〉
・保育三団体（私保連、日保協、保育士・
保育教諭会）調整会議の開催(1回)(再掲)
・各種別協代表者等拡大会議（1回）
・市町村社協連絡協議会等との連携
　THANKS(サンクス)運動の推進（再掲）
　 　幹事会（1回）、推進会議（1回）
・福祉人材研修センターとの連携（研修・
入門教室・福祉の仕事就職フェア等）
・県主管課及び県保育士・保育所支援セン
ター、沖縄労働局と意見交換会を開催し、
保育の魅力発信と人材確保・養成のあり方
等を協議するとともに、センターやハロー
ワークの利活用促進に向けた提案等を行っ
た。（2回）
・行政等主催各種会議等への参画(委員派
遣)
　沖縄子どもの未来県民会議総会（1回）
　県歯科口腔保健推進協議会(1回)
　県発達障害者支援センター連絡協議会
（2回）
　県アレルギー疾患等医療連絡協議会（1
回）
　健康長寿おきなわ復活県民会議（1回）
・全国保育協議会との連携
　協議員総会（2回）
　全国保育組織正副会長会議（1回）
・九社連保育協議会との連携
　各県会長会議（3回）
　九州保育三団体協議会理事会（2回）
　九州保育三団体各県（市）会長（支部
長）会議（2回）

・各種会議を通し、保育制度の諸課題につい
て情報共有を図るとともに、県や市町村への
政策提言活動につなげることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項の整
理・検討等の方向性を確認することができ
た。
・THANKS(サンクス)運動への参画を通し、各
種別協及び市町村社協との連携により、共通
する地域生活課題等への対応などについて協
議を進めることができた。
・県主管課及び県保育士・保育所支援セン
ター、沖縄労働局との意見交換会にて意見・
提案等を行ったことで、円滑な保育人材の確
保・育成・定着につなげることが期待でき
る。
・行政等主催の各種会議等へ委員を派遣し、
保育制度の関する政策提言を行い、施策・事
業の充実につなげることができた。
・全国保協並びに九社連保協等の会議に参加
することにより中央情勢等を把握し、各種課
題への対応策を共有することができた。

③ 関係機関・団体との連携強化

ア．福祉関係団体等と
の連絡調整



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

・全国経営協との連携
  協議員総会（4回）
　九州ブロック会議（1回）
　全国経営者大会（福岡県/1回）
・九社連経営協との連携
　役員会（4回/うち2回はオンライン）
　事務局会議（1回）

・全国経営協・九社連経営協の会議等に参加
することにより中央情勢等を把握し、各種課
題への対応策を検討することができた。

〈地域包括・在宅介護支援ｾﾝﾀｰ協議会〉
・県社協主催各種会議等への参画（委員派
遣）
　THANKS（サンクス）運動推進会議(再掲)
・本協議会の会員センターに対し、メール
を通じて定着支援センターが行う業務内容
の周知を図るとともに、研修会等の情報発
信を行った。
・福祉人材研修センター主催の研修会を案
内するなど連携を図った。
・県行政等各種関係委員会等への参画（委
員派遣）
　県介護実習普及センター運営委員会
　県介護実習普及センター運営委員会
　（福祉用具専門部会）
　県介護サービス提供体制確保対策協議
　会
　県高齢者福祉対策推進協議会
　県居住支援協議会
　県介護保険広域連合介護保健事業計画
　策定委員会
　県後期高齢者医療制度運営懇話会
　県社会福祉審議会
　高齢者相互支援活動推進事業検討委員会
 （県老人クラブ連合会）

・関係団体主催の会議に参画し、情報共有を
図るとともに、行政機関等へ提言することが
できた。

〈身体障害児者施設協議会〉
・県心身協との連携(研修、要請活動等)
・各種別協代表者等拡大会議（1回）※再
掲
・市町村社協連絡協議等会との連携
　THANKS(サンクス)運動
　　幹事会(2回)・推進会議（1回）
・福祉人材研修センターとの連携(研修、
入門教室、福祉のしごと就職フェア等)
・地域生活定着支援センターとの共催によ
る「地域生活定着支援事業説明会」を開催
した。（南部地区/1回）
・九社連身体障害児者施設協議会との連携
　各県会長会議（3回）
・九州身体障害児者施設研究大会（沖縄大
会）実行委員会（1回）

・心身協と連携し、共通する課題等の解決に
向けた研修会を実施することで、障害者支援
の充実に寄与することができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材確保・育成・
定着」や「災害時相互応援体制の仕組みづく
り」について、各種別共同又は単独で取り組
む事項の整理・検討を進めていく方向性を確
認することができた。
・THANKS（サンクス）運動への参画を通し、
各種別協及び市町村社協との連携により、共
通する地域生活課題等への対応等について協
議を進めることができた。
・福祉人材研修センターの研修・セミナーの
周知等を通じて、会員法人・施設の魅力発信
と人材確保・育成・定着につなげることがで
きた。
・「地域生活定着支援事業説明会」の開催を
通して、触法障害者の円滑な地域生活移行の
理解促進につなげることができた。
・九社連身障協各県会長会へ出席すること
で、制度改正等の中央情勢の把握し、各種課
題への対応策を共有することができた。
・九州身体障害児者施設研究大会（沖縄大
会）に向けた調整を進めることができた。

ア．福祉関係団体等と
の連絡調整



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

〈心身障害施設協議会〉
・県身障協との連携(研修、要請活動等)
・各種別協代表者等拡大会議（1回）
・市町村社協連絡協議会との連携
　THANKS(サンクス)運動
　　幹事会（1回）・推進会議(1回)
・福祉人材研修センターとの連携(研修、
入門教室、福祉のしごと就職フェア等)
　県福祉人材研修センター運営委員会（1
回）
・地域生活定着支援センターと共催による
「地域生活定着支援事業説明会」を開催し
た。（南部地区/1回）
・沖知協との連携(研修、要請活動等)
・県障害福祉課との情報交換会（2回）

・身障協、沖知協等と連携して、県への要請
活動や研修会の企画検討を通して、連携強化
を図ることができた。
・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項の整
理・検討等の方向性を確認することができ
た。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に出席し、今後の事業展開の方針等
について共通認識を深めることができた。
・福祉人材研修センターの研修・セミナーの
周知等を通じて、会員法人・施設の魅力発信
と人材確保・育成・定着につなげることがで
きた。
・「地域生活定着支援事業説明会」の開催を
通して、触法障害者の円滑な地域生活移行の
理解促進につなげることができた。
・県主管課との意見交換会を開催し、施設経
営上の課題を共有することで、県の施策を活
用した今後の取り組みに活かすことができ
た。

〈児童養護協議会〉
・各種別協代表者等拡大会議（1回）
・市町村社協連絡協議会等との連携
　THANKS(サンクス)運動の推進（再掲）
　 　幹事会（1回）、推進会議（1回）
・福祉人材研修センターとの連携
　福祉のしごと就職フェア
　施設団体長部会での求人事業所の人材確
保・育成・定着に関する取組状況調査の共
有・意見交換の実施
・一般社団法人島人Labとコンソーシアム
を設立し、2025年度こども未来応援助成事
業を活用して、「沖縄文化活用型感動体験
ワークショップ」を実施し、本島内児童養
護施設の子どもたちを派遣・旅費助成を
行った。
・行政等主催各種会議等への参画(委員派
遣)
　令和7年度沖縄におけるこどものウェル
ビーイング実現に向けた取組に係る協議体
（5回）
・全国児童養護協議会との連携
　協議員総会（1回）
　常任協議員会（6回）
・九州児童養護協議会との連携
　各県会長会議（4回）
　調査研究委員会（3回）
　九州地区児童福祉施設球技大会伝達連絡
会（1回）

・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項の整
理・検討等の方向性を確認することができ
た。
・THANKS(サンクス)運動への参画を通し、各
種別協及び市町村社協との連携により、共通
する地域生活課題等への対応などについて協
議を進めることができた。
・福祉人材研修センターと連携した人材確保
等の方策を検討したことで、会員施設・団体
における人材確保の取り組みにつなげること
ができた。
・「沖縄文化活用型感動体験ワークショッ
プ」を実施したことで、子どもたちが伝統文
化に触れ、舞台出演の機会を創出することが
できた。
・行政等主催の各種会議等へ委員を派遣し、
社会的養護に関する政策提言等を行い、制
度・施策の充実・強化につなげることができ
た。
・全国児養協並びに九社連児養協等の会議に
参加することにより中央情勢等を把握し、各
種課題への対応策を共有することができた。

ア．福祉関係団体等と
の連絡調整



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

ア．福祉関係団体等と
の連絡調整

〈老人福祉施設協議会〉
・各種別協代表者等拡大会議（1回）※再
掲
・市町村社協連絡協議会との連携
　THANKS(サンクス)運動
　　推進会議(2回)・幹事会(1回)
・福祉人材研修センターとの連携(研修、
入門教室、福祉のしごと就職フェア等)
　県福祉人材研修センター運営委員会（1
回）
・地域生活定着支援センターと共催による
「地域生活定着支援事業説明会」を開催
（南部地区/1回）した。
・介護実習・普及センターとの連携
　介護実習・普及センター運営委員会（1
回）
・介護支援専門員協会との連携(研修等)
・なごみの会（県医師会／2回）
・県認知症疾患医療連携協議会（県認知症
疾患医療センター（1回)
・県ナースセンター事業運営委員会（県看
護協会）(2回)
・行政等主催各種会議等への参画(委員派
遣)
　県高齢者福祉対策推進協議会(1回)
　県介護保険事業計画策定委員会（1回）
　県介護サービス提供体制確保対策協議会
（3回）

・県介護保険広域連合 地域支援事業運営
協議会/地域密着型サービス運営委員会
（各1回）
　県感染症対策連携協議会（1回)
・沖縄労働局と介護人材の確保・育成・定
着に向けた意見交換会を開催し、ハロー
ワークの利活用促進が図られるよう意見・
提案等を行った。（1回）
・全国老施協との連携
　総会（2回）
　ロボット・ICT推進委員会（2回）
　JS次世代委員会（4回）代表者会議（4
回）
　養護老人ホーム都道府県・指定都市懇談
会（1回）
・九社連老施協との連携
　各県・市会長会議（4回）
　特養部会長会議（5回）
　養護部会長会議（3回）
　軽費・ケアハウス部会長会議（3回）
　通所介護部会長会議（4回）
　九州老人福祉施設職員研究大会（鹿児島
大会/沖縄県参加者55人）
・九社連老施協施設長研修会（佐賀県大会
/沖縄県参加者15人）
※九社連老施協通所介護部会の運営
　九社連老施協通所介護部会セミナーの実
施（現地・オンライン・オンデマンド/102
事業所）
　九社連老施協施設長研修会通所介護分科
会の実施　(集合 42人)
　九社連老施協通所介護部会長会議の開催
（4回）

・各種別協代表者等拡大会議の開催を通し
て、種別共通課題の「福祉人材の確保・育
成・定着への対応」や「災害時における相互
応援体制の仕組みづくり」について、次年度
各種別協同または単独で取り組む事項の整
理・検討等の方向性を確認することができ
た。
・THANKS（サンクス）運動の推進団体として
各種会議に出席し、今後の事業展開の方針等
について共通認識を深めることができた。
・福祉人材研修センターの研修・セミナーの
周知等を通じて、会員法人・施設の魅力発信
と人材確保・育成・定着につなげることがで
きた。
・「地域生活定着支援事業説明会」の開催を
通して、触法高齢者者の円滑な地域生活移行
の理解促進につなげることができた。

・沖縄労働局との意見交換会にて意見・提案
等を行ったことで、円滑な介護人材の確保・
育成・定着につなげることが期待できる。
・県高齢者対策推進協議会等へ参画し、各関
係機関等との情報共有を図るとともに、行政
機関等へ高齢者福祉施策に関する各種提言を
行うことができた。
・全老施協及び九社連老施協の各種会議等へ
参加し、制度・施策の把握や諸課題への対応
等の意見交換を行うことができ、連携強化を
図ることができた。
・九社連老施協主催の各種大会等へ参加し、
全国老施協の取り組みや直近の高齢者福祉の
動向を共有し、今後現場で活用できる知識と
視点を習得する機会となった。



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

ア．福祉の仕事に関す
る入門教室等の実施

・「福祉の仕事入門教室」の申込のあった
学校の近隣福祉施設の協力を得ながら、高
校生等に対して福祉の仕事内容や魅力につ
いて職業人講話等を実施した。
　実施校数：5校8回（前年度比：+3校+5
回）（高齢分野1回、児童分野2回、保育分
野：2回、地域分野1回、福祉全般2回）
　参加者 70人(前年度比:-52人）
・局内の担当部所間で市町村社協における
福祉教育と福祉のごとに関するキャリア教
育との連携に向けた協議を行い、次年度以
降の取り組みについて共通理解を図った。
・令和７年度の入門教室をもとに講座内容
や受講した学生の声などをまとめた「福祉
のお仕事入門教室　実施レポート」を作成
し、R8年度に小中高校や市町村社協等へ配
布する予定。
・沖縄県福祉政策課や沖縄県教育委員会と
の調整により沖縄県教育委員会から高校に
対し「福祉のお仕事入門教室」の実施につ
いて案内文書が通知された。(3月／8月）

・高校生等の福祉の仕事に対する関心と理解
が深まり、進路及び職業選択につなげること
ができた。
・市町村社協や福祉教育推進員が行う福祉教
育に、キャリア教育を加えた取組みを一体的
に展開するという方向性を共有し、今後の展
開策・方針を立てることができた。
・「福祉のお仕事入門教室　実施レポート」
をもとに次年度以降、対象となる学校や市町
村社協等への周知啓発の促進を図り、入門教
室の実施拡大につなげることができる。
・沖縄県教育委員会（県立学校教育課長）か
らの文書をもとに「福祉のお仕事入門教室」
の申込があり、学生への啓発活動の機会につ
ながった。

イ．福祉の仕事就職ガ
イダンス等の実施

・求職者や養成校の学生に対して「福祉の
仕事就職ガイダンス」等を実施し、県内の
社会福祉施設等における求人状況を説明す
るとともに、就職活動のポイントや情報提
供を行い、求職者や養成校の学生の就職活
動を支援した。
　実施校数:5校7回（前年度比：-2校±0
回）
　参加者数:90人(前年度比:+16人）

・養成校の学生に対して、就職活動のポイン
トや情報提供を行うことで、福祉の仕事への
理解を深め、就職活動を支援することができ
た。

ウ．福祉の仕事の魅力
発信

・県社協広報誌や無料広告紙への掲載、
LINE配信やHPなどで求人情報や就職フェア
等の情報を発信し、求職者及び県民へ福祉
の仕事に関する情報発信を行った。（広報
誌3回、無料広告紙3件、LINE配信54回、ラ
ジオ取材2件など）
・求職者に対し、ハローワーク那覇・ハ
ローワーク沖縄にて「介護職ミニセミ
ナー」を実施し、介護の仕事の種類や魅
力・やりがい等周知・啓発した。
　実施回数：HW那覇12回、HW沖縄12回
　参加者：384人
・なはし創業・就職サポートセンターの
「介護職ミニセミナー」に職員を派遣し、
介護の仕事未経験者を対象に、介護職の業
務内容や求人情報、介護の魅力について周
知を図った。
　実施回数：4回
　参加者数：35人
・介護実習普及センターが開催した「福祉
機器展」において人材研修センターのパン
フ等の配布を行うとともに、常設展示場の
見学者に対して人材研修センター事業の紹
介をするなど情報提供を行った。

・福祉職に興味のある方や県民に対し、本会
広報誌やLINE配信等で、福祉の仕事に関する
情報を発信し、福祉職や介護職への理解促進
を図ることができた。
・求職者や介護の仕事未経験者を対象に、ハ
ローワークや那覇市創業・就職サポートセン
ター等の関係機関と連携して、介護の仕事に
関する理解促進と、介護の魅力について周
知・啓発することができた。
・介護実習普及センターのイベントや見学者
に対して、福祉の仕事の魅力や人材センター
業務への理解促進を図ることができた。

２　福祉人材の養成・確保・定着等の推進

（１）福祉の仕事に関する普及・啓発　　　※所管部署：福祉人材研修センター

①学生及び求職者に対する啓発活動の推進
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エ．教員免許特例法に
基づく「介護等体験」
事業の実施

・教員免許取得を目指す学生に対し、社会
福祉施設における「介護等体験の手引き」
を作成し、受入施設に対する説明会（オン
デマンド配信）を実施して、円滑な受入調
整事務を行った。
　体験申込者数：481人
　体験完了者数：466人
　協力施設数：98施設
　受入れ施設数：92施設
　

・社会福祉施設での介護等を体験すること
で、教諭を目指す者へ高齢者や障害児・者の
理解を促すことができた。
・受入施設に対する事業説明会（オンデマン
ド配信）により、円滑な体験実施につながっ
た。

ア．福祉の職場見学の
実施

・就職フェア来場者や本センター求職登録
者、またはガイダンスや福祉のしごとミニ
セミナー受講者を対象に職場見学等のマッ
チング支援を行った。
　見学者：延べ77人（うち9人採用）
　見学事業所数：31ヵ所（うち8ヵ所同
行）

・求職相談者を施設見学につなげることで、
福祉現場の理解促進を図るとともに、求人事
業所への採用支援やミスマッチの軽減が図ら
れ、9人の採用につながった。

イ．福祉のしごと就職
フェアの開催

・沖縄労働局等関係機関・団体と協働して
「福祉のしごと就職フェア2025」を実施
し、福祉施設と学生及び求職者との出会い
の場を設け、就職・採用活動を促進した。
【南部】
　期日：10月31日
　場所：県総合福祉センター
  参加法人：29法人
　来場者：109人（うち求職者89人）
　　　　　※ブース訪問　延べ279人
　採用：8人
【北部】
　期日：11月28日
  場所：名護市民会館
　参加法人：15法人
　来場者：25人（うち求職者21人）
　　　　　※ブース訪問　延べ60人
　採用：1人
【中部】
　期日：12月5日
  場所：うるま市生涯学習・文化振興セン
ター
　参加法人：25法人
　来場者：58人（うち求職者51人）
　　　　　※ブース訪問　延べ183人
　採用：7人

・就職フェア（合同説明会）を開催すること
で、求職者等が福祉施設と直接対話する機
会、出会いの場を提供することができた。ま
た、多岐にわたる福祉のしごと（あらゆる職
種、選択肢）について理解を深める機会、ま
たフェア終了後の施設見学や面接など段階を
踏んだコミュニケーションを促すことができ
た。
・就職応援セミナー（求職者向け）を開催す
ることで、特に新卒学生に対して就職活動の
進め方やポイント等を伝え、積極的な就職活
動につなげることができた。
・求人事業所応援セミナーの開催により、各
求人事業所における採用戦略（求人㏚手法）
や職員定着に向けた職場環境づくりの取り組
みの重要性の理解を図り効果的な採用活動に
つながった。

②施設・事業所と求職者等の出会いの場の拡充
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イ．福祉のしごと就職
フェアの開催

【合計】
参加法人：69法人（前年度比-11法人）
来場者：192人（前年度比＋24人）
ブース訪問:延べ522人（前年度比＋138
人）
採用：16人

・福祉のしごと就職フェア同日に、求職者
等を対象とした就職活動の進め方や事業所
理解と自己理解などをテーマに「就職応援
セミナー」を実施した。
【南部】
　期　日：10月31日
　参加者：54人
【中部】
　期　日：12月5日
　参加者：29人
・就職フェア出展法人等の事前準備や、
フェア後の継続した人材確保・育成・定着
の取り組みを後押しすることを目的に「求
人事業所応援セミナー（計2回）」を開催
した。
【第１弾セミナー（求人PRのポイント）】
　期　日：9月22日
　参加者：70人（56法人）
【第２弾セミナー（職員定着）】
　期　日：9月29日
　参加者：39人（28法人）

・修学資金等の貸付を実施し、介護人材の
確保を図った。
・養成校等への事業説明や福祉のしごと就
職フェア等において修学資金等のチラシ配
布を行い、広報周知を行った。
〈貸付決定状況〉
　介護福祉士修学資金：36件
　（前年度比：+5件）
　社会福祉士修学資金：11件
　（前年度比：-2件）
　実務者研修受講資金：129件
　（前年度比：-65件）
　再就職準備金：18件
　（前年度比：-13件）
　福祉系高校修学資金：0件
　（前年度比：-1）
　介護分野就職支援金：28件
　（前年度比：+2件）
　障害分野就職支援金：1件
　（前年度比：-13件）

※実務者研修受講資金の大幅な減少につい
ては、宮古島市や石垣市で無料の実務者研
修の実施があったほか、本島内において休
校した養成校があったことが主な要因と
なっている。

・介護福祉士等の資格取得を目指す学生や介
護従事者への資金貸付を行うとともに、他職
種からの転職による新たな介護人材への貸付
を迅速に行うことにより、介護人材の養成・
確保を図ることができた。
・養成校や求職者等へチラシ配布を行い、修
学資金等の広報周知を行うことができた。

ア．介護福祉士修学資
金等貸付事業の実施

（２）福祉に関する資格取得のための支援　　　※所管部署：福祉人材研修センター

①修学資金貸付事業を通じた福祉人材養成・確保の推進

〈介護福祉士修学資金貸付等実績〉

件数(件） 金額（円） 件数（件） 金額（円）
R7（A） 223 128,660,000 223 113,756,000

増減（A-B） -88 -13,036,000 -87 -13,404,000
R6（B） 311 141,696,000 310 127,160,000

年度
申込状況 決定状況



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

・修学資金貸付等を実施し、保育士の人材
確保を図った。
・養成校等への事務説明会の開催や各関係
機関へのチラシ配布により、貸付事業の広
報周知を図った。
〈貸付決定状況〉
　保育士修学資金：55件
　（前年度比：-12件）
　保育料：152件
　（前年度比：+16件）
　就職準備金：151件
　（前年度比：-120件）

　※就職準備金の大幅な減少については、
貸付対象者の変更や貸付の上限金額の減額
があったことが主な要因となっている。

・保育士の資格取得を目指す学生及び潜在保
育士への貸付を行うことにより、保育人材の
養成・確保への支援ができた。
・各関係機関へチラシ配布を行い、修学資金
等の広報周知を行うことができた。

・借受人の状況把握及び迅速な事務処理等
による債権管理を図った。
・貸付金及び事務費の確保について、国及
び県からの状況調査や貸付見込調査等への
回答を通じ、県と継続的に協議を行った。

・返還債務の当然免除の迅速な処理を行い、
適切な債権管理を行うことができた。
・県との協議により、貸付事業に必要な貸付
原資等の確保を図ることができた。

ウ．債権管理の強化

イ．保育士修学資金等
貸付事業の実施

〈保育士修学資金貸付等実績〉

件数(件） 金額（円） 件数（件） 金額（円）
R7（A） 358 136,902,000 358 136,902,000

増減（A-B） -129 -98,769,000 -116 -90,980,000
R6（B） 487 235,671,000 474 227,882,000

年度
申込状況 決定状況

※貸付決定後に貸付辞退等が発生するため、合計数の増減が決定件数とは一致しません。



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

ア．介護支援専門員実
務研修受講試験の実施

・県内4会場（宮古・八重山含む）で「介
護支援専門員実務研修受講試験」を実施し
た。
　実施日：10月12日（日）
　受験申込者数704人（前年度比-120人）
　受験者数　631人（前年度比-96人）
　合格者数　149人（前年度比-70人）
　合格率　23.6％（前年度比-6.5％）
・全国の試験事務局から、受験の手引き等
を取り寄せ、受験の手引きの内容や様式を
見直し、適切な運営や事務の効率化を図っ
た。

・県主管課と連携しつつ、受験の手引き販売
から申込受付、試験当日の運営、合否発表ま
で適切に実施することができた。
・受験の手引きの内容や様式等を見直したこ
とにより、申込手続きの簡素化が図られると
ともに、受験申込書の確認作業の効率化につ
なげることができた。

ア．福祉人材無料職業
紹介事業及び出張相談
の実施

・ハローワークセミナーや養成校ガイダン
ス、種別協議会会議等で、求職・求人登録の
呼びかけを積極的に行うことで、新規求職者
数を伸ばすことができた。
・キャリア支援専門員のマッチング支援にお
いて、相談内容を踏まえた求人紹介や施設見
学等を丁寧に行うことで、採用実績を伸ばす
ことができた。
・毎月発行の求人情報誌を通して、求職者の
就職活動を支援することができた。
・福祉人材情報システムのメールやLINEによ
り求人情報やイベント情報等を提供すること
で、求職者や求人事業所の求職・求人活動を
支援することができた。
・グッジョブセンターの出張相談において、
相談内容を踏まえた求人紹介や、他機関と連
携した相談対応を実施することができた。
・求人事業所を巡回訪問し、採用等に関する
助言や情報提供等により事業所支援を行い、
人材確保につなげることができた。

①　福祉人材無料職業紹介事業による福祉人材確保の推進

②介護支援専門員の養成

・ハローワークでのミニセミナーや就職ガ
イダンス等で求職登録を呼びかけるととも
に、求人登録について各種別協議会等への
呼びかけなどを積極的に行った。
・キャリア支援専門員を配置し、来所相談
や電話相談等を通して、求職者と求人事業
所のマッチングを図った。
・求職登録者に求人情報誌を送付して求人
情報の提供を行った。（毎月発行　計12
回）
・求職・求人登録者に福祉人材情報システ
ムを活用して就職・採用活動を支援する県
内のイベント等の情報提供を行った。
（メール配信22回）
・LINEによる福祉の求人情報の提供を希望
する学生や一般の方に対し、新規求人やイ
ベント情報の提供を行った。
　LINE登録者605人（前年度比＋118人）
　毎週金曜日他　計54回配信
・グッジョブセンターにおいて出張相談を
実施した。（10回：相談件数7件）
・就職フェアに出展する法人・事業所を中
心に巡回訪問（20か所）し、求職者の採用
状況や職員確保・定着支援の取り組みにつ
いてヒアリングするとともに、必要な助言
や情報提供を行い、福祉人材確保の推進を
図った。

※今年度、求人及び求職者への郵送やメー
ルによる情報提供について相談件数のカウ
ントから除外したため、相談件数が減少と
なっている。

（３）無料職業紹介事業等を通じた福祉人材確保　　　※所属部署：福祉人材研修センター

年度
求人相談

（件）
求職相談

（件）
新規求職者
登録者(人)

紹介（件） 採用（人）
新規求人
件数(件)

新規求人数
(人)

COOLｼｽﾃﾑ
ｱｸｾｽ数

R7(A) 650 204 309 36 45 927 1,834 28,383
増減(A-B) -2,191 -1,643 +31 -2 +15 -31 -55 +8,036

R6(B) 2,841 1,847 278 38 30 958 1,889 20,347

（福祉人材無料職業紹介事業実績） R7年4月～R8年３月



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

イ．名護市福祉人材バ
ンクの運営委託・管理

・名護市社協に福祉人材バンク事業を委託
し、北部地区を拠点として福祉に関する求
人・求職の支援を展開した。

・北部地区の無料職業紹介事業として、北部
地区の福祉人材確保が図られた。

ウ．離職した介護福祉
士等の届出制度への対
応

・届出制度について、県主管課や養成校等
の協力のもと対象となる資格取得の講座受
講者へ登録呼びかけを行った。
・介護福祉士等届出登録者に対し、求人情
報や介護に関するイベントなど情報提供を
行った。
　新規登録者　103人（前年度比＋64人）
　登録者数　　647人
　情報サービスメール配信：5回

・県主管課や養成校と連携し登録者を確保す
るとともに、介護に対する最新情報やイベン
ト等求人情報を提供することにより、介護人
材の確保につなげた。

ア．福祉従事者等に関
する調査の実施

・就職フェア出展法人や求人事業所に対
し、「職員定着における課題等状況調査」
を実施し、現状や課題を明らかにした。
（61法人回答／80法人中　回答率：
76.2％）
・就職フェア出展法人や求人事業所に対
し、「求人事業所の人材確保・育成・定着
に関する取組状況調査」を実施し、福祉施
設等における職員採用の取組状況や、職場
環境等の取組状況について把握を行った。
（70法人回答／80法人中　回答率：
87.5％）
・福祉のしごと就職フェアの来場者（求職
者）に対してアンケートを実施し、求職活
動で重視している就職条件等の把握を行っ
た。（82人回答／回答率：58.5％）

・「職員定着における取り組み課題等状況調
査」で得られた各法人の現状や課題につい
て、求人事業所応援セミナーの内容に活か
し、求人事業所支援につなげることができ
た。
・「求人事業所の人材確保・育成・定着に関
する取組状況調査」を通して、採用活動や職
員定着に向けた取組の現状や課題の傾向を把
握し、個別の巡回訪問やマッチング支援に活
かすことができた。
・就職フェア来場者（求職者）へのアンケー
トを通して、求職活動の際に重要視する就職
条件等の傾向を把握し、マッチング支援及び
求人事業所支援につなげた。
・各調査の結果について、種別協議会代表者
会議や児童養護施設長会議においてフィード
バックし、人材確保に関する議論の促進を図
ることができた。

② 福祉人材確保に関する調査

年度
求人相談

（件）
求職相談

（件）
新規求職者
登録者(人)

紹介（件） 採用（人）
新規求人
件数(件)

新規求人数
(人)

COOLｼｽﾃﾑ
ｱｸｾｽ数

R7(A) 93 76 332 22 16 84 215 2,739
増減(A-B) -3 +18 +52 +8 +1 -11 -71 +825

R6(B) 96 58 280 14 15 95 286 1,914

（名護市人材バンク実績） R7年4月～R８年３月



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

ア．社会福祉従事者に
対する研修の実施

・福祉人材研修センターにおいて福祉従事
者や民生委員児童委員等に対し各種研修を
実施し、業務に必要な専門知識・技術の向
上を図った。また、オンライン研修を実施
することにより、離島地域や同時受講が困
難な職種の従事者の研修機会の充実を図っ
た。
（研修実施全18コース/年）
 ・新任・初任研修：3ｺｰｽ、393人
　　（内、ｵﾝﾗｲﾝ：2ｺｰｽ、105人）
 ・現任研修：7ｺｰｽ、940人
　　（内、ｵﾝﾗｲﾝ：2ｺｰｽ、40人）
    （内、ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ：2ｺｰｽ、729人）
 ・専門研修：3ｺｰｽ、56人
 ・その他研修：5ｺｰｽ、1,752人
　　（内、ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ：2ｺｰｽ、1,115人）
 
　　計18ｺｰｽ（延べ3,141人）
　　（内、ｵﾝﾗｲﾝン4ｺｰｽ、145人
　　　　　ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ4ｺｰｽ、1,844人）

・魅力ある職場環境づくりを目的に「人材
育成研修会～ディズニーに学ぶ♪魅力ある
職場づくりセミナー～」を開催し、事業所
における人材の定着支援を行った。
　 参加者：91名

・研修を通して業務や職務の遂行に必要な専
門知識・技術等の学習機会を提供すること
で、職員等の資質向上につながった。
・オンラインやオンデマンド研修の実施によ
り、離島地域等の従事者の研修参加の機会を
確保した。
・ディズニーの実践から従事者のモチベー
ションの維持や人材の育成・定着を学ぶこと
ができ、福祉事業所における人材育成・定着
の促進を図った。

ア．「福祉職員キャリ
アパス対応生涯研修課
程」の実施

・全社協中央福祉学院が開発した「福祉職
員キャリアパス対応生涯研修課程（以下
「キャリアパス研修」）」の2階層（初任
者コース，チームリーダーコース）を実施
し、職員のキャリアパスに応じた資質の向
上を図った。
  ・初任者ｺｰｽ　　　45人受講（再掲）
　・ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰｺｰｽ　　61人受講（再掲）
・「キャリアパス研修」の実施方法等につ
いて、講師団会議を開催し協議・検討を
行った。
・全社協中央福祉学院が実施する指導者養
成研修へ指導講師の1名派遣を行った。

・キャリアパス研修を実施し、受講者自身が
キャリアデザインを描くことにより、キャリ
アパスに応じた資質向上を支援することがで
きた。
・指導者養成研修への派遣により、県内講師
の養成・確保ができた。

イ．「介護人材キャリ
アアップ研修」の実施

・中堅の介護職員等を対象に、チームケア
リーダーとして必要な知識等の習得を目的
とした研修を実施し、資格取得などキャリ
アアップによる介護人材の育成・定着を
図った。
・集合とオンラインのハイブリッド開催に
て参加方法の選択肢を増やし、離島受講者
が参加しやすいよう工夫するとともに、受
講者へのサポートとしてオンデマンド配信
を行った。
　受講者数　延べ140人（前年度比-25人）
（会場66人、オンライン74人）
　オンデマンド再生回数　計112回

・介護支援専門員等の資格取得を目指した
キャリアアップを促進することにより、中堅
介護職員等の人材定着及びモチベーションの
維持・向上を図ることができた。
・オンデマンド配信により、離島の受講者に
対する研修機会を提供し、受講者の確保につ
なげた。

（４）福祉従事者の育成・定着に向けた支援　　　※所管部署：福祉人材研修センター・総務企画部

② 福祉従事者の定着促進に向けた支援

① 福祉事業従事者等に対する研修の充実



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

ウ．福利厚生事業の推
進

・福利厚生センター会員法人・事業所を対
象に会員交流事業を実施し、福利厚生の充
実を図った。
　会員法人数：102か所/会員数：3,968人
（前年度比－1法人、－76人）
　会員交流事業：全5事業
　贈呈：入学祝金（離島会員対象）34人
　助成：ホテルランチ券　3,697枚
　　　　ミュージカル鑑賞券　306枚
　　　　スポーツ観戦券　1,140枚
　　　　映画観賞券　2,200枚
　講習会：睡眠講習会
・「ソウェルクラブおきなわ推進委員会」
を開催し、福利厚生事業の充実及び会員の
加入促進に向けた取組について意見交換を
行った。
・事業所を訪問し、福利厚生事業の説明お
よび加入案内を実施した。（17カ所）

・会員交流事業や講習会を通して、会員法人の
職員の心身のリフレッシュやストレス軽減を図り、
福利厚生事業の充実強化や職場環境の改善に
つなげることができた。
・推進委員と会員加入促進に向けた課題を共有
し取組促進につなげることができた。
・事業所における福利厚生事業の認知度向上に
より、加入促進が図られるとともに、既加入事業所
については、事業の理解を深めることができた。

エ．国外研修派遣事業
の実施

・福利厚生基金を財源とした「民間社会福祉施
設等職員福利厚生事業（国外研修派遣事業）」
において、県内社会福祉施設等に従事する職
員の国外視察研修の旅費を一部助成した。
　・助成先：2法人（3人）
　・助成額：52万円

・旅費助成を行うことにより、先進諸国での視察研
修等の参加が促され職員の資質向上が図られ
た。



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

ア．介護知識・技術に
関する講座等の実施

・一般県民に対する介護技術・知識、福祉
用具に関する講座を実施し、介護に関する
知識や技術の向上を図った。

【はじめての介護講座(6講座)】
・「学んで備える介護保険」（18人）
・「介護保険制度を利用した福祉用具の活
用方法」（8人）
・「目からウロコ！誰でもできる介護技術
の基本」（21人）
・「上手に選んで上手に使う排泄ケアと紙
おむつ」（11人）
・「褥瘡予防とスキンケア」（13人）
・「正しい口腔ケアの仕方」（14人）
　　　　　　　　　　　　合計：85人

・介護講座を通して、県民や家族介護者への
介護知識・技術の普及・促進につなげること
ができた。

イ．「介護の日」講演
会の開催

・県民を対象とした介護に関する講演会を
開催し、介護知識の普及を図った。

演題：福祉用具で生活を快適に‼
　　　　〜らくらく長続き介助の提案～
講師：金城知子氏
　　　（社会福祉法人おもと会
　　　　結ま〜るｹｱﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ）
期日：11月12日
会場：県総合福祉センター
参加人数：90人

介護者の負担軽減につながる福祉用具の活用
方法や介助方法などの介護知識・技術の周知
を図ることができた。

ア．介護知識・技術に
関する講座等の実施

・介護従事者に対する資質向上に向けた講
座を実施し介護知識・技術の向上を図っ
た。

【スキルアップ養成講座(4講座)】
・「ポジショニングとシーティング」（9
人）
・「抱え上げない・持ち上げない介助の仕
方」　（14人）
・「移乗用リフトの活用法」（7人）
・「誤嚥予防のための正しい姿勢と介助方
法」（15人）
　　　　　　　　　　　　合計：45人

介護従事者の介護知識や技術、福祉用具の取
扱の理解促進を図ることができた。

② 介護従事者への介護知識・技術講座等の実施

３　介護技術等の普及による介護意識の醸成

（１）県民や介護従事者への介護知識・技術の普及啓発　　　※いきいき長寿センター

① 一般県民及び家族介護者への介護知識・技術講座等の実施

年度 求人相談 求職相談 新規求職登録者 紹介 採用 新規求人件数 新規求人数 COOLシステムアクセス数H27 114件（-119件） 60件（-127件） 　41人（-36人） 0件（-5件） 5件（-2件） 134件（-56件） 325人（-42人） 1,995件（－3,859件）H26 233件 187件 77人 5件 7人 190件 367人 　5,854件



令和7年度事業計画 実施事業の概要 具体的成果

・常設展示場を活用し、福祉用具や住宅改
修に関する相談への対応を行った。また、
見学会や介護講座の内容によっては展示場
を活用し、福祉用具の普及促進を図った。

≪常設展示場見学会≫　39団体（328人）

・福祉機器展や常設展示場、定期講座につ
いて、より多くの方の目に触れるようメ
ディアへの取材依頼を活用した普及・啓発
に取り組んだ。

・来館者や電話相談者等への相談・助言、情
報提供により、県民の福祉サービスや福祉用
具の選択肢を広げることができた。
・常設展示場見学を通し、福祉用具の普及に
加え、介護現場での負担軽減を図ることがで
きた。
・福祉機器展や常設展示場、定期講座につい
て、複数のメディア（沖縄タイムス住宅新
聞・シルバー産業新聞）に記事として取り上
げてもらったことで、展示場見学者の増加に
つなげることができた。

イ．福祉機器展の開催

「第13回福祉機器展2025」を開催し、展示
や研修会を通して福祉機器・用具や介護ロ
ボット（移乗支援型、見守り型）の理解・
促進を図った。
期日:7月4日～5日
出展メーカー：　56社（前年度比＋7社）
相談ブース　：　 1社（前年度比±0社）
来場者：　　 1,070人（前年度比‐6人）
研修会(全4回)：247人（前年度比＋73人)

≪研修会≫
・「排泄ケアと紙おむつ」（84人）
・「転倒予防と住宅改修」（65人）
・「褥瘡とスキン-テアの栄養管理～カギ
を握る2つPoint～」（49人）
・「車いす選定のポイント『座底長』意識
しましょう！」（49人）

・福祉機器メーカーの出展協力により、県民
への福祉用具や介護ロボットの啓発を図るこ
とができた。また、同時開催の研修会を通し
て、介護に関する知識や技術の普及を図るこ
とができた。

ア．展示場等を活用し
た福祉用具普及と介護
相談への対応

① 展示場等を活用した福祉用具普及と相談・助言

（２）多様な福祉用具の普及　　　※所管部署：いきいき長寿センター

単位：人

年度 見学 来館相談 電話相談 合計

R7（A） 787 237 386 1,410

増減（A-B） +264 -116 -16 +132

R6（B） 523 353 402 1,278

〈来館・相談実績〉


